
増
え
続
け
る
医
療
費

加
入
者
数
が
年
々
減
少
す
る
一
方
で
、

高
齢
化
や
医
療
技
術
の
高
度
化
に
伴
い
、

１
人
当
た
り
の
医
療
費
は
増
加
傾
向
に
あ

り
ま
す
。
令
和
７
年
度
の
１
人
当
た
り
の

医
療
費
は
約
47
万
７
千
円
で
し
た
。

医
療
費
の
抑
制
の
た
め
に

●
定
期
的
な
健
康
診
断
の
受
診

特
定
健
診
を
定
期
的
に
受
診
し
、
病
気

の
早
期
発
見
や
早
期
治
療
を
心
掛
け
ま

し
ょ
う
。
40
歳
か
ら
74
歳
の
国
保
被
保
険

者
は
無
料
で
す
。

●
医
療
費
通
知
書
の
確
認

市
は
、
治
療
に
か
か
っ
た
医
療
費
を
年

３
回
通
知
し
て
い
ま
す
。
自
己
負
担
額
を

確
認
し
て
、
医
療
費
に
対
す
る
関
心
を
高

め
ま
し
ょ
う
。

●
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
の
利
用

新
薬
に
比
べ
て
３
～
５
割
程
度
価
格
が

安
い
た
め
、
支
払
う
代
金
の
軽
減
や
医
療

費
全
体
の
抑
制
に
も
つ
な
が
る「
ジ
ェ
ネ

リ
ッ
ク
医
薬
品
」を
利
用
し
ま
し
ょ
う
。

※�

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
は
新
薬
と
同
じ

有
効
成
分
で
作
ら
れ
て
い
て
、
同
等
の

効
果
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
味
や
臭
い

の
改
善
、
保
存
性
の
向
上
な
ど
、
さ
ら

に
工
夫
さ
れ
た
も
の
も
あ
り
ま
す

国
保
税
の
収
納
率
・
収
納
額

令
和
７
年
度
の
国
保
税
の
収
納
率
は

94
．12
㌫
。
国
保
加
入
者
の
社
会
保
険
や

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
へ
の
移
行
に
よ
る

加
入
者
減
少
に
伴
い
、
収
納
額
は
減
少
傾

向
に
あ
り
ま
す
。

国
保
税
の
適
正
な
徴
収
と
税
負
担
の

公
平
性
を
保
つ
た
め
に

●
夜
間
窓
口
の
設
置

毎
週
木
曜
日（
祝
日
を
除
く
）
は
、
19

時
ま
で
時
間
を
延
長
し
て
、
納
税
相
談
を

行
っ
て
い
ま
す
。

●
納
税
お
知
ら
せ
セ
ン
タ
ー
の
開
設

セ
ン
タ
ー
で
は
滞
納
者
に
直
接
電
話
で

納
付
を
促
し
て
い
ま
す
。

●�
財
産
調
査
・
差
し
押
さ
え
に
よ
る
滞
納

処
分

滞
納
者
に
対
し
て
、
財
産
調
査
に
基
づ

き
、
預
貯
金
な
ど
財
産
の
差
し
押
さ
え
を

行
っ
て
い
ま
す
。

口
座
振
替
の
促
進

納
め
忘
れ
を
防
ぐ
た
め
、
口
座
振
替
を

促
進
し
て
い
ま
す（
ウ
ェ
ブ
申
し
込
み
も

可
）。
申
し
込
み
方
法
な
ど
詳
し
く
は
、

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
健
康
保

険
証
と
し
て
利
用
く
だ
さ
い

令
和
６
年
12
月
２
日
以
降
、
従
来
の

健
康
保
険
証
は
新
た
に
発
行
さ
れ
な
く

な
り
、
マ
イ
ナ
保
険
証（
健
康
保
険
証

と
し
て
利
用
登
録
を
行
っ
た
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
）
を
基
本
と
す
る
仕
組
み

に
移
行
し
て
い
ま
す
。
マ
イ
ナ
保
険
証

は
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
や
医

療
機
関
な
ど
で
利
用
登
録

が
必
要
で
す
。

※�

マ
イ
ナ
保
険
証
が
な
い
人
は
、「
資

格
確
認
書
」
を
医
療
機
関
な
ど
で
提

示
す
る
こ
と
で
、
こ
れ
ま
で
ど
お
り

保
険
診
療
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
資
格
確
認
書
は
、
対
象
者
へ
７

月
中
旬
に
郵
送
済
み
で
す

国
保
は
、
病
気
や
け
が
を
し
た
と
き
に
医
療
費
な
ど
の
負
担
を
軽
く
す
る
た
め
、
全
て
の

加
入
者
が
お
金
を
出
し
合
っ
て
互
い
に
助
け
合
う
制
度
で
す
。
今
回
は
、
国
保
の
運
営
に
大

き
な
影
響
を
与
え
る
医
療
費
の
現
状
や
、
国
保
税
の
状
況
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

◎
問
い
合
わ
せ　
保
険
年
金
課　
☎
23
－
２
１
２
７

国
民
健
康
保
険（
国
保
）の

健
全
な
運
営
に
協
力
く
だ
さ
い
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収
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国保税の収納額および収納率の推移
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収納率収納額

個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収
と
は

所
得
税
の
源
泉
徴
収
と
同
じ
よ
う
に
、

毎
月
支
払
う
給
与
か
ら
個
人
住
民
税
を
天

引
き
し
て
、
事
業
主
が
従
業
員
に
代
わ
っ

て
納
入
す
る
制
度
で
す
。

特
別
徴
収
は
事
業
主
の
義
務
で
す

所
得
税
の
源
泉
徴
収
義
務
の
あ
る
事
業

主
は
、
法
律
の
規
定
に
よ
り
、
原
則
、
個

人
住
民
税
の
特
別
徴
収
を
行
う
こ
と
が
義

務
付
け
ら
れ
て
い
て
、
市
は
、
そ
の
事
業

主
を
特
別
徴
収
義
務
者
と
し
て
指
定
し
ま

す
。市

は
、
毎
年
５
月
末
ま
で
に「
特
別
徴

収
税
額
決
定
通
知
書
」
で
個
人
住
民
税
額

を
事
業
主
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。事
業
主

は
、
給
与
か
ら
天
引
き
し
た
個
人
住
民
税

を
、
翌
月
の
10
日
ま
で
に
各
従
業
員
の
住

所
地
の
市
町
村
へ
納
入
し
ま
す
。

※�

税
額
は
、
前
年
の
所
得
な
ど
を
基
に
各

市
町
村
が
算
出

市
と
県
で
は
、
事
業
主
が
毎
月
従
業
員
に
支
払
う
給
与
か
ら
、
個
人
住
民
税（
市
民
税
・

県
民
税
・
森
林
環
境
税
）を
天
引
き
で
納
入
す
る「
特
別
徴
収
」を
推
進
し
て
い
ま
す
。

◎
問
い
合
わ
せ　
市
民
税
課　
☎
23
－
７
１
６
９

従
業
員
の
個
人
住
民
税
は

特
別
徴
収
で
納
め
ま
し
ょ
う

対
象
と
な
る
従
業
員

前
年
中
に
給
与
の
支
払
い
を
受
け
て
い

て
、
か
つ
当
年
の
４
月
１
日
に
お
い
て
給

与
の
支
払
い
を
受
け
て
い
る
従
業
員
が
、

特
別
徴
収
の
対
象
者
で
す
。た
だ
し
、
給

与
の
支
払
い
が
不
定
期
で
あ
る
な
ど
の
理

由
が
あ
る
場
合
は
、
普
通
徴
収（
個
人
納

付
）で
納
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

従
業
員
の
メ
リ
ッ
ト

・�

１
年
分
の
税
額
を
12
回
（
６
月
か
ら
翌

年
５
月
ま
で
）
に
分
け
て
納
め
る
の
で
、

１
回
あ
た
り
の
納
税
負
担
が
少
な
い

・�

毎
月
の
給
与
か
ら
天
引
き
さ
れ
る
た
め
、

納
め
忘
れ
が
な
い

・�

納
税
の
た
め
に
、
金
融
機
関
な
ど
に
行

く
必
要
が
な
い

※�

特
別
徴
収
の
手
続
き
な
ど
詳
し
く
は
、

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
確

認
く
だ
さ
い

事業主の事業主の
皆さんへ皆さんへ

市では、個人住民税の給与支払報告書や特
別徴収に係る各種手続きについて、eLTAXを
利用した電子申請を推進しています。

外出不要！自宅やオフィスで手続き！
窓口に行かなくても８時30分から24時まで
インターネットで手続き可能
※土・日曜日や祝日、年末年始を除く

電子納税が便利！
個人住民税（特別徴収分、退職所得分）
と法人住民税が電子納税可能

給与支払報告書の提出で、業務負担を大幅改善！
・�令和９年１月以降は、給与支払報告書を市町村へ提出すると、税務署へ給与所得の源泉徴収票が提出不要
・eLTAXを利用すれば、提出先となる複数の地方公共団体へ自動で振り分け
・源泉徴収票の情報が各従業員のマイナポータルに連携されるため、従業員もスムーズに確定申告が可能

利用届出の提出など詳しくは、eLTAXホームページを確認ください。また、eLTAXの利
用について不明な点などは、eLTAXホームページの「よくある質問」を確認ください。

地方税ポータルシステム 「e
エ ル タ ッ ク ス

LTAX」が便利です

eLTAX
ホームページ

eLTAX
よくある質問

※�スマートフォンからは、利用届出などの手続きや問い合わせフォーム、アンケートの利
用はできません

利用者が増えています

・�令和８年分以降、給与所得の源
泉徴収票や給与支払報告書など
の書類は、事業者への郵送や市
町村・税務署窓口での用紙設置
は行いません

・�書面で作成・提出する
場合は、国税庁ホーム
ページから取得できます

重要なお知らせ
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